
　給付基礎日額とは、労災保険の給付額を算定する基礎となるもので、申請に基づい
て労働局長が決定します。
　給付基礎日額を変更したい場合は、事前（3月2日～3月31日）に「給付基礎日額変更
申請書」を監督署長を経由して労働局長あて提出することによって、翌年度より変更
することができます。
　また、労働保険の年度更新期間中にも「第３種特別加入保険料申告書内訳名簿」ま
たは「給付基礎日額変更申請書」により当年度に適用される給付基礎日額の変更が可
能です。
　ただし、災害発生前に申請することが前提になります。給付基礎日額の変更申請前
に災害が発生している場合は、当年度の給付基礎日額変更は認められませんので、給
付基礎日額の変更を検討されている方は、事前の手続きをお勧めします。

給付基礎日額・保険料

　年間保険料は、保険料算定基礎額（給付基礎日額×365）に保険料率を乗じたもの
となります。
　なお、海外派遣者が、年度途中で、新たに特別加入者となった場合や特別加入者で
なくなった場合には、その年度内の特別加入月数（１か月未満の端数があるときは、
これを１か月とします）に応じた保険料算定基礎額により保険料を算出します。

年　間　保　険　料
年間保険料=保険料算定基礎額（注）×保険料率

（注）特別加入者全員の保険料算定基礎額を合計した額に千円未満の端数が生じるときは端数切り捨
　　てとなります。
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　「海外出張」の場合は、海外出張者に関して何ら特別の手続きを要することなく、所
属する国内の事業場の労災保険により給付を受けられます。
　一方「海外派遣」の場合は、海外派遣者に関して特別加入の手続きを行っていなけれ
ば、労災保険による給付を受けられません。

　国内の事業場で就労していた人が海外で業務に従事するケースにはさまざまなもの
がありますが、大きく区分すると、「海外出張」と「海外派遣」が考えられます。

　「海外出張者」とは、単に労働の提供の場が海外にあるにすぎず、国内の事業場に所
属し、その事業場の使用者の指揮に従って勤務する労働者です。
　「海外派遣者」とは、海外の事業場に所属して、その事業場の使用者の指揮に従っ
て勤務する労働者またはその事業場の使用者（事業主およびその他労働者以外の方）
です。
　「海外出張者」と「海外派遣者」のどちらに当たるかは、勤務の実態によって総合的
に判断されることになります。

　海外出張と海外派遣のケースを一般的に例示すると次のようになります。

１　商談
２　技術・仕様などの打ち合わせ
３　市場調査・会議・視察・見学
４　アフターサービス
５　現地での突発的なトラブル対処
６　技術習得などのために海外に赴く場合

１　海外関連会社（現地法人、合弁会社、提携先
　企業など）へ出向する場合
２　海外支店、営業所などへ転勤する場合
３　海外で行う据付工事・建設工事（有期事業）
　に従事する場合（統括責任者、工事監督者、一
　般作業員などとして派遣される場合）
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